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英語⺠間試験の導⼊ 粗い制度設計「被害」なくせ
東京⼤学⾼⼤接続研究開発センター⻑ 南風原朝和 ⾼い検定料も
配点少なく 事業者も負担増

 今週末に⾏われる⼤学⼊試センター試験は、2020年度から「⼤学⼊学共通テスト」に切り替わ
るが、東京⼤学の南風原朝和・⾼⼤接続研究開発センター⻑は、共通テストは英語⺠間試験の受験
コストなどバランスが悪い制度だと指摘する。

 ⼤学⼊学共通テストの枠組みで使⽤する英語の資格・検定試験（以
下、英語⺠間試験）の最初の実施は、予定通りに進めば、早くも来年
である。国⽴⼤学協会は、英語⺠間試験の結果を⼊学者選抜にどのよ
うに組み込むかに関して、18年３⽉にガイドラインを、そして６⽉に
は別掲のような参考例を公表した。

 今回の改⾰案は、制度設計としてさまざまな⾯でバランスの悪さが
目⽴つ。その⼀端が、この参考例と英語⺠間試験の受験にかかるコス
トの関係に⾒られる。英語⺠間試験の検定料は、各種類を単純に平均
すると国⽴⼤学の⼊学試験の検定料（１万７千円）に匹敵する額であ
る。事前の練習受験まで考えると、経済的、時間的コストはかなり⼤
きく、試験会場から遠隔地に住む受験者にとってはなおさらである。

 これだけのコストをかけて、参考例(1)では、やっと受験資格が得
られるだけであり、参考例(2)では、英語以外の科目を含む試験全体
のごく⼀部の配点を割り当てられるだけである。

 東京⼤学は既に英語⺠間試験の受験を必須としないことを公表しているが、仮に東京⼤学の現⾏
制度のもとで、参考例(2)に従って加点割合を２割にしたとしたらどうなるだろうか。

 英語⺠間試験の配点は１次試験全体の約４％、そして１次と２次の合計に占める割合は約0.9％
にすぎない。英語⺠間試験導⼊の目⽟である「話す」試験については、いわゆる４技能均等配点だ
とすると、それぞれその４分の１、すなわち１次全体の約１％、１次２次合計の約0.2％だけであ
り、⼊学者選抜に及ぼす影響は、英語⺠間試験の受験にかかるコストに⽐べ、非常に⼩さい。

 「話す」⼒を育てる⼿段として共通テストに英語⺠間試験を導⼊し、学習を⽅向づけようとする
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こと⾃体を疑問視する意⾒も多いが、このような使い⽅では、受験者に負担をかけるばかりで、そ
もそも⽅向づけとしてほとんど機能しないのではないか。

□ □ □

 制度設計のバランスの悪さは、国語と数学で導⼊される予定の記述式問題の取り扱いと英語⺠間
試験における「話す」「書く」の取り扱いの違いにも表れる。国語と数学の記述式問題では、採点
の揺れを最⼩に抑えるように、国語では条件付き記述式が考案され、数学では答えのみを短く書か
せる⽅式が検討されている（そのような形ばかりの記述式を多⼤なコストをかけて導⼊する価値が
あるのかというのは、それ⾃体⼤きな問題である）。

 それに対し、英語⺠間試験の「話す」「書く」では、⽐較にならないほどの採点の揺れが予想さ
れるが、その対応は試験の事業者任せで実態の確認もされておらず、同じ共通テストの枠内であり
ながら、慎重さがまったく異なる。

 配点のことに戻って、なぜ英語⺠間試験の配点を５割とか８割とかに設定しないのかというと、
国⼤協⾃⾝が、目的や内容の異なる試験の⽐較可能性や受験機会の公平性などについて懸念を表明
してきており、それがいまだに解消されないからである。そして、各⼤学も同様に不安を感じてい
るからである（加えて、そもそも⼊学者選抜において英語を「話す」⼒をさほど重視しない⽅針の
⼤学もあろう）。

 こうした問題は最近、衆議院の⽂部科学委員会でも取り上げられ、上述の問題点に加え、英語⺠
間試験の作成・実施の事業者⾃⾝がその試験の対策問題集の販売や通信教育などの事業も⾏ってい
ることについて、公正性の観点から疑念が出されている。

□ □ □

 ⽂部科学省は東京⼤学の五神真総⻑が当時の林芳正⽂科⼤⾂に事態改善のための要望書を出した
ことを受けて、昨年12⽉に「⼤学⼊試英語４技能ワーキンググループ」を設置した。

 そこでは、これまでの懸案についての検討が進められるものと期待したいが、そのような検討が
制度導⼊が間近に迫ったこの時点で始められたこと⾃体、さまざまな懸念が払拭されていないこと
を⽰している。

 この流動的な状況において、英語⺠間試験の受験を必須とすると発表した⼤学があるが、懸念が
解消されていない段階でそのような決定をするのは、⼊学者選抜の実施主体としてきわめて無責任
な判断だと⾔わざるを得ない。⼤学の⼊試関係者が集まる場では、「どうやって改⾰による被害を
最⼩限にするか」という声が多く聞かれる。被害前提の改⾰なら、そのまま進めてはならないはず
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である。配点を⼩さくして影響を⼩さくすればよいという話ではない。

 これまで能⼒診断のツールとして健全に運営されてきた英語⺠間試験が、選抜目的の共通テスト
に使⽤するという改⾰によってマイナスの影響を被る懸念もある。

 選抜試験として実施するには、これまで以上に⾼いレベルのセキュリティー対策や障害のある受
験者への配慮などが要求され、多⼤なコストがかかる。

 さらに、受験⽣向けに試験対策の事業をすれば公正性に疑念をもたれ、万⼀、問題漏洩や実施上
のミス等の事故でも起きれば重い責任を負わされるのに、⼀⽅では検定料の引き下げも求められ
る。事業者にも「改⾰による被害」がのしかかり、それを最⼩限にすべく苦労しているのではない
だろうか。

 事業者も⼤学も、ノーと⾔うべきことにはノーと⾔わねばならない。
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